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事業の始まりは2007年４月に発生した火災と同

年６月に発生した別府群発地震による。火災で亡

くなった自立生活をしていた方は自力で避難する

ことができずに亡くなった。群発地震発生時でも

障害や病気によって避難が遅れることや、そもそ

も在宅の者は避難できなかった。このような多く

の不安と解消すべき課題が浮き彫りになった。

そこで、2008年に福祉フオーラムｉｎ別杵速見

実行委員会（以下、福祉フォーラム）では「障が

い者の防災を考えるフォーラム」を開催した。こ

のフォーラムでは災害時の課題や不安、必要と思

われるシステムの構想など多くの意見が出され

た。こうした意見を受け自治会と協働し地域防災

訓練、障がい者の災害時の課題の聞き取り調査、

防災の検討会を積み重ねてきた。

これらの活動が基となり、2014年に制定された

共に生きる条例のなかにも防災が位置づけられる

ことになり、別府市との協働で研修会を開催。そ

して2016年には日本財団の助成を受け「別府市に

おける障害者インクルーシブ防災」事業が別府市

と協働で始まった。
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私は2019年２月１１日に別府市で行われた「別府

市における障害者インクルーシブ防災」事業（以

下、インクルーシブ防災）の報告会に参加した。

本稿ではこの報告会で報告されたことをもとにイ

ンクルーシブ防災、防災の別府モデルについて紹

介する。

「別府市は活断層地帯に存在し、活火山である

鶴見岳があり、南海トラフ地震でも津波等の被害

が想定されるエリアにある。別府市で暮らす人々

について、高齢化率は３割を超え、障がい者、外

国人留学生も多く生活している。さらに観光客も

多い地域である。災害が起こった場合の被害は見

当もつかないような場所であり、高齢者、障がい

者、そして日本語が十分に理解できない外国人を

含めると災害弱者、また災害弱者となる可能性が

ある人が非常に多い地域だ」とインクルーシブ防

災事業の中心人物の村野淳子氏は語った。

村野氏は現在福祉フオーラムのメンバーであり

ながら、別府市防災危機管理課で事業の中心的な

働きをしており、以前も社会福祉協議会の職員と

して防災について注意を呼びかけていた。

しかし別府のような地域でありながら、住民の

災害時の認識が甘いことが事業を進めるなかでわ

かってきた。「災害は起こらないだろう｣、「名簿

ができているから大丈夫」と、東日本大震災後で

あるにも関わらず、意識が低いことにさらなる危

機感を感じた。ここでさらに問題だったことが災

害時要援護者の対応についてだった。防災訓練は

各自治体で決められた時期に開催されるものの、

災害時要援護者は訓練には参加していなかった。

そもそも、どこに住んでいるか、またどのような

困難を抱えた人なのかさえ把握なされていなかっ

た。



鍵 地域づくり
別府市には急坂や幅の狭

い道、まだ舗装されていな

い道路もあり、身体障がい

のある当事者や高齢者に

とって避難の妨げとなる。

隙がい者や高齢者は災害弱

者として一括りにされてい

るが、障がい者や高齢者の

防災についての合理的配慮

として個別の避難計画の策

定が必要であった。それは

平時にはどのような困りご

とがあるのか、また緊急時

にはどのような物理的な困

難や陣がいが予測されるかなど個別にアセスメン

トし、システム化していくことだった。

事業を開始した直後、2016年４月に熊本・大分

地震が発生した。被災した障がい当事者のアセス

メントを行い、災害時の障がい者の課題の把握、

調査を行いその成果が「障害者インクルーシブ防

災」事業へと結びついた。

アセスメントでは、災害時要援護者を知るため

「どんなことに困りそうか｣、「どんな不安を抱え

ているのか｣、「どんな支援を期待するのか」等の

情報収拾を行った。ここでわかってきたことは、

やはり障がい者や高齢者、災害弱者に当たる人た

ちは地域との繋がりと地域住民の支援なしには災

害時に避難することが難しいということだった。

「地域づくりなくしては成り立たない」と、イ

ンクルーシブ防災事業では研修会と検討会、勉強

会を開催した。また自治会や民生・児童委員に向

けて説明会を開き、理解と協力を得た。そこで

は、地域で要援護者の避難支援計画の立案、課題

発見・整理、解決の可能性を探るため避難訓練が

行われた（亀川地区古市町、治会)。研修会、検

討会では災害時要援護者の名簿作成と情報共有の

あり方について自治会や消防団、また介護支援専

門員と連携を計った。とくに介護支援専門員と

は、個別避難計画の作成にあたり、その重要性と
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作成に向けての課題について検討した。このよう

にして、地域住民・団体組織と少しずつ関係を築

きながら活動し積み重ねたものが「別府モデル」

と呼ばれるようになる。

職 別府モデル
「現在までに在宅で生活する仕組みが構築され

てきた。しかし、いざという時にどうするかがま

だ十分に考えられていない」と立木教授（同志社

大学）は指摘した。災害時要援護者の名簿作成は

義務化されたが、個別避難支援計画は義務化され

ていない。平時の保健福祉、医療看護のシステム

と防災のシステムとが分断され、個別の対応がで

きないので、いざというとき何もできないとい

う。平時と災害緊急時とで切れ目なく連結し、誰

一人取り残されない防災の試みが別府モデルだ。

平時自力で解決できない問題があるが、それは

フォーマルなサービスを利用することで問題を回

避、解決し安心して暮らすことができる。この場

合解決すべき問題に対応する各専門家や担当すべ

き機関が縦割りで利用者と関わる。しかし、災害

時は平時には機能している縦割りのシステムが機

能しない。平時の問題を解決すべ〈必要なサービ

スを利川することはいままで通り専門家、専門機

_望？



◆地域社会研究第30号

関との繋がりでよいが、災害時には地域での横の

繋がりこそが重要だと別府モデルは考える。在宅

で生活している障がい者、高齢者が、横の繋がり

を平時から築き上げることが誰一人取り残されな

い防災なのだ。

どこに誰がおり、その人には平時・災害時どの

ような支援が必要なのかを常に共有しておくこと

で避難行動時や避難所生活での合理的な配慮がな

されるきっかけになる。その共有について当事者

力を高めることも大切なことである。

当事者力とは災害についての適切な理解、行

動、備え、つまり防災リテラシーであると解説さ

れた。当事者力＝防災リテラシーは災害について

の情報を適切に処理する能力であり、災害時の情

報についての情報を正しく理解し、行動・備えが

できる、つまり適切な意思決定が災害時に（備え

の平時にも）大切になる。

一人一人が当事者力を鍛え、平時から地域との

横の繋がりをつくり地域力もつけることが、誰一

人取り残されない防災だ。
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平時と災害時の対応策が縦割り

翁防災訓練
旭川地区古市町では、多くの陣がい者、高齢者

が南海トラフを震源と想定した津波からの避難訓

練を実施した。この訓練には留学生ボランティア

も数人参加するなどして、災害時のネットワーク

作りの大きな一歩となった。

避難訓練は出発点から高台にある公民館を目指

し行われた。一つ目の坂は問題なかったが、それ

以降の坂では電動車椅子の運転がバッテリーや気

温や体力の問題で困難だったと避難訓練に参加し
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た車椅子ユーザーは語った。その後はヘルパーが

電動車椅子を押そうとしたが、坂の勾配、電動車

椅子の重量によりできなかった。実際には近くに

いた男性らが「手伝いますよ」と声をかけ三人が

かりで息を切らしながら電動車椅子を押して目的

地に到着できたとのことだった。このように、訓

練を通じて課題を見出しつつ、また解決の可能性

を考えることができた。

避難所生活を想定した避難所訓練も実施し、障

がい者、高齢者、そして子どもとその家族とが参

加した。避難所の受け入れ体制、運営の確認を

行った。実際に訓練することで、受付の段階から

課題があることがわかった。これは受付をする者

も担当者も双方に発見があり、大変有意義な訓練

となった。

鰯 仕組みづくり
インクルーシブ防災事業では当事者力や地域力

を高めるための研修会や勉強会を行い、そして具

体的な避難訓練、避難所訓練を実施してきた。し

かし、これらの研修会や避難訓練に参加する人た

ちはそもそも当事者力が高く、地域との繋がりが

ある方が多い。熊本・大分地震を体験した障がい

当事者のひとりは、家族とともに商業施設等の駐

車場で夜を明かしたという。最寄りの避難所へは

行かなかった。その理由は｢迷惑をかけたくない」

ということだ。避難先の設備が整っていないこと

は明らかであり自分が避難することで他者に迷惑

をかけるのではないかと心配し、避難所へ避難し

ない選択をしたのだった。

インクルーシブ防災事業では誰もが尊厳ある避

難活動ができるためも仕組みづくりにも力を入れ

ている。

福祉や地域防災、地域おこしに詳しい専門的な

アドバイザーや講師にも関わってもらい、別府市

役所内防災危機管理課以外の福祉や総務関係など

多くの関係各課、また関係機関にも参加しても

らっている。具体的には、情報の把握と共有方法

について、災害時要配慮者の個別避難計画につい

て、既存の障がい当事者団体やその他の団体との

ネットワークづくりといった仕組みづくりだ。
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災害ボランティアセンター

インクルーシブ防災事業は日本財団の助成を受

け３年間、福祉フォーラムと別府市と協働で行わ

れてきた。この３年間で「防災」と「みんなが助

かるために」というキーワードで多くの人が集ま

＞害亨i安否陸璽翰趨･垂’－－一
|包括支捷ｾﾝﾀー(被災地外ｴﾘｱ担当）。

詩孝幸輔蒔肩会・県内ホランティア

･県外ボランティア・被災地外防災ニ
ニーー‐一一一一

⑤

包括支援センター（被災地エリア担当〕

エリア別ニーズキャッチ
自治会長（自治委員）・民生児三美昌
一地区社渥一言祉握力員・池元防災士

被災地域（地域活到り
雪
／

また、障がい者の情報が集まる相談支援専'111

貝、高齢者を中心とする情報が集まる介護支援専

門員といった機関とも連携を図り、市内の包括支

援センターが情報を共有するシステムができれ

ば、課題を抱える人々の情報が網羅できると考

え、その仕組みづくりを目指している。情報共

有、個人情報の課題を整理しシステム化したうえ

で、この仕組みを医療機関や企業、自治会といっ

た機関がアクセスし、誰一人として取り残さない

防災を考えている。

陣がい当事者団体やその他の団体とのネット

ワーク作りに関しては、災害時のためだけでな

く、平時からの繋がりを意識することが大切だと

考えており、「別府市障害者防災ネットワーク」

が創設された。

地域活動・男寄り・橿裂･ﾖ透豊
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図３市民を支える支援の仕組み（案）

り、協力し、インクルーシブ防災事業、災害時要

援護者の仕組みづくりを推進してきた。地域住

民、自治会、福祉施設・医療機関に所属する専門

職者、行政がモデル地区を中心に一つになったと

思う。参加することで、当事者力そのものも高ま

り、活動を通して地域力も高まったのではないか

と推測する。

このモデル地区での取り組みがシステム化さ

れ、いざという時、どこでも誰もが助かる仕組み

になることを願う。この取り組みは別府モデルと

呼ばれ全国に広がっていくことには、福祉フォー

ラムに参加する私としては大変誇らしいと思う。

しかし、この事業は別府に住んでいる仲間や家族

を思ったものだった。日本財団からの助成が終わ

り、本格的に福祉フォーラム、そして別府市が中

心となり事業を継続し、別府モデルが完成するこ

とを願っている。おわりに


